第6章  台湾

利　博友

台湾経済は2002年からの景気回復が持続し、2003年も比較的穏やかな成長を見せた。2003年の実質GDPは3.2％の伸びとなる見通しである（表6.1）。この値は表1.2の予測値の平均を0.1％上回る。SARSの流行が国内需要を抑制し、イラク戦争が企業心理にマイナスの影響を与えたため、総固定資本形成の回復が先延ばしとなった。2003年の経済成長は、主として輸出の堅調な伸びによるもので、その実質GDPに占めるシェアは、2002年の56％から2003年第1～3四半期の58％へと増加した（表6.1）。表1.2に示された2004年における成長率の予測値は3.8～5.4％で、平均4.3％である。Chung-Hua Institution for Economic Research（2003）とTaiwan Institute of Economic Research（2004）による予測値もほぼ同様で、その平均は4.5％をわずかに上回る。これらの予測値は、民間消費と輸出が増加するという見通しに基づく。総固定資本形成も、3年間のマイナス成長の後に大幅に伸びることが期待されている。予測値すべてにおいて、非常に緩やかなインフレと相対的に安定した台湾（NT）ドルの対米ドル・レートが想定されている。

政府は金融機関の不良債権（NPL）処理について依然として懸念しているものの、不良債権もまた、2002年第1四半期をピークに急速に減少し始めている。国内銀行における全貸付に対する不良債権の割合は1991～95年の3％以下から2000年の5.3％へ漸増し、さらに01年には7.5％へと急増した。しかし、その後02年に6.1％、03年6月には5.7％へと縮小している（Republic of China, Central Bank of China, 2003）。政府が信託企業法を制定して資産証券化を導入し、四半期ごとの資産評価報告を銀行に求めたことが、不良債権の大幅な減少に貢献した（AmCham News, 15 January 2004, online）。しかし、経営の健全な銀行が不良債権を売り払うための手段を講じる一方で、業績不振の銀行は未だ不良債権問題に解決の目途が立たない状態である。東アジアにおいて金融機関が最も乱立化、細分化した国の一つである台湾にとって、不良債権の一掃は金融部門の健全性回復の鍵である。

2004年3月20日に予定されている総統選挙が、ここ数ヵ月間国内で最も関心を集めている話題である。2004年1月末時点で、選挙戦は、現職で民主進歩党（DPP）の陳水扁総統と国民党（KMT）主席の連戦氏との間で膠着状態にある。選挙戦の主要な争点には中国との関係、政治改革、経済問題が含まれる。大部分の有権者は、中国と紛争を招く恐れのある台湾独立、中国との統一のいずれも支持していない。従って、この極めて複雑かつ微妙な政治的争点については両派とも穏健な姿勢を示している。陳水扁総統は台湾の独自性擁護に一層尽力すると思われるが、同氏が再選されれば、中国との関係はかなり対立的な様相を呈する可能性が高い。対照的に、連戦氏が当選すれば、中国の指導者は中台関係と両岸政策について同氏と会談することが予想される。経済面では、両氏ともに景気の刺激、公共インフラへの投資促進、高付加価値活動の増強、サービス部門の競争力強化を強調している。国民党が勝利すれば中国との経済統合の深化が加速する一方、民主進歩党が勝利すれば国内銀行の改革にとってよりよい見通しが立つと考えられている（Economist Intelligence Unit, 2003）。

2001年の不況からの立ち直りは比較的緩慢であったが、台湾経済はこの20年間で急速かつ持続的な成長を遂げた。実質GDPの年間成長率は1984～2000年に毎年4.5％を超え（表6.1）、これに相応して、NTドル表示の一人あたり実質GDPは1984～2003年に3倍以上に増加した。米ドル表示と国際ドル表示の一人あたりGDPの見通しは、生活水準のより大きな上昇を示唆している。さらに、国際比較に最適な尺度である国際ドル表示の一人あたりGDPが示す通り、台湾は本報告で取り上げる11ヵ国中、（日本、香港、シンガポールに次いで）4番目に豊かな国である。中等教育就学率も著しく上昇したが、その他の生活水準を表す指標（乳児死亡者数、出生時平均余命、識字率、初等教育就学率）から明らかなように、1984年時点で、台湾はすでにかなり高い生活水準を享受している。

雇用および生産の構造は過去20年にわたって劇的に変化した。就業者数と実質GDPに占める農業部門のシェアは、1984年の18％、7％から2003年第1～3四半期にはそれぞれ7％、2％へと低下した（表6.1）。就業者数と実質GDPに占める製造業部門のシェアは、1987年の35％、36％をピークに、2003年にはそれぞれ27％、28％へと低下した。貿易、金融業、行政サービス、運輸･通信業のGDPに占めるシェアの高さが示すように、台湾ではサービス部門をベースとした経済への移行が加速化している。工業国の実証研究によると、製造業の生産性はサービス業の生産性よりも急速に成長してきたことが分かる（Rowthorn and Ramaswamy, 1997）。この現象が台湾にも当てはまるならば、サービス関連部門は、製造業と同じ生産水準を維持するために、さらに高い割合の労働力を吸収しなければならないだろう。

他のアジア諸国とは異なり、台湾は投資を大きく上回る貯蓄を維持してきた。同様に、財とサービスの輸出は、名目価格では全ての年で、実質価格では1998年を除く全ての年で輸入を上回っている（表6.1）。また、過去20年間の全ての年で、経常収支は黒字である（表6.2）。黒字は1984～91年と2001～03年は非常に大きかったが（GDPの6％以上）、1992～2000年は相対的に小さかった（GDPの1～4％）。輸出が輸入を上回っていることを反映し、香港、韓国、シンガポール、マレーシアなど他のアジアの中･高所得国と比較して、総固定資本形成と民間総固定資本形成のGDPに占めるシェアは小さい。民間最終消費支出のシェアは上昇傾向にあり、1984～88年で実質GDPの51～54％であったが、1998～2002年には60％を超え、03年には60％をわずかに下回った。総固定資本形成のシェアも1984～91年の16～20％から1992～2000年の22～24％に上昇したが、2001～03年に著しく低下した。固定資本投資の中で比較的高いシェアを占めるのは公共投資である。他方、民間総固定資本形成の実質GDPに占めるシェアは1989～92年の9～12％から1993～2000年の13～16％に上昇し、2001～03年は11～12％に減少した。

この20年間、台湾の物価は非常に安定している（表6.2）。GDPデフレータで見たインフレ率が4％を超えた年はなく、消費者物価指数（CPI）で見ても5％を超えた年はない。2003年のGDPデフレータと消費者物価指数は、各々2.1％、0.3％減少する見込みである。鉱業部門におけるインフレ率は比較的高い傾向にあったが、農業や製造業、電気・ガス・水道業、建設業、運輸・通信業の各部門では概ねかなり低い水準であった。この物価の安定が主因となり、NTドルの対米ドル・レート（期中平均）は1984～85年の40NTドルから1992年には25NTドルへと緩やかに増価した。NTドルは1992年から1997年半ばのアジア金融危機まで割合安定していたが、それ以降減価し始め、1998年には33NTドルとなった。1999年以来、NTドルの対米ドル・レートは31～35NTドルの間で変動している。輸出および輸入価格は、為替レートの動きを部分的に反映して、1990年代初頭まで低下傾向にあった。以後、90年代中期に一度上昇したが、その後再び低下している。

狭義マネーサプライ（M1）のGDPに対する比率が安定していることから分かるように、中央銀行は1990年代を通じ、比較的中立な金融政策を実行した（表6.2）。しかしながら、2001年の景気後退に対応して拡張的な金融政策が行われ、狭義マネーサプライのGDPに対する比率は2001～03年で著しく上昇した。また、銀行間の貸借レートが2000年の4.7％から03年には1.1％に下がった。2000年に至るまで台湾の財政政策もかなり堅実で、1992～93年に中央政府の赤字が絶対値でGDPの4～5％に達したのを顕著な例外として、ほとんどの年でわずかな赤字もしくは黒字にとどまっている。財政赤字のGDPに対する割合は1999年に1.3％であったが、2000年に4.8％、01年には6.5％へと急増した。これは同時期に総需要を刺激したためである。その結果、GDPに対する政府債務の割合も急上昇し、2001年には29％に達した。Economist Intelligence Unit（2003）の推計では、政府の活動全体を考慮すれば、広義の財政収支赤字は1999年でGDPの5.9％、2000年で4.5％、01年で6.6％、そして02年には4.9％となる。同じ推計によれば、赤字は2003～04年においても引き続きGDPの4.5％を超えると予想される。それゆえ、台湾の主要な課題の一つは、財政を慎重に運営しているという評判を回復させることである。

金融危機を経験した他のアジア諸国とは対照的に、上述のように、台湾は一貫して経常収支の黒字を維持してきた。同時に、過去20年間、対外債務負担はGDPの9～20％と比較的低い。外貨準備高は非常に大きく、2002年には輸入のほぼ15ヵ月分、対内証券投資残高の約3倍である（表6.2）。経常収支黒字の主な源泉は商品貿易であるが、サービス収支は長期にわたり赤字である。台湾はまた、近年多額の海外資産を所有する純債権国としての地位を反映して、多額の所得収支黒字を計上している。投資収支においては、全ての項目で多額の流入と流出を記録している。台湾の対外直接投資の合計は1999年の44億米ドルから2000年の67億米ドルへ上昇し、その後2001年と02年にそれぞれ55億と49億米ドルへと低下した。2003年第1～3四半期には38億米ドルにまで回復し、これは前年同期比18％の増加である（Republic of China, Central Bank of China, various years a）。対外証券投資も2000～02年は非常に高い水準にあり（各年で100～160億米ドル）、2003年第1～3四半期においても増加の一途をたどり、前年同期比123％増しの269億米ドルに達した。対内直接投資と対内証券投資は双方とも、2002年には01年に比して著しく低下した。もっとも2003年第1～3四半期には、対内直接投資は低下し続けたものの、対内証券投資は前年同期比で3倍にまで増加した。これは台湾の地元投資家に加え、海外投資家の投資心理の好転を反映している。
1990年代の高水準の対外直接投資、特に中国大陸への高水準の投資は、ここ最近、注目度を増している。90年代は生産コストの低さが中国大陸への投資の原動力であったが、最近では、より多くの台湾企業が国際分業の利点と新販路を求めて中国大陸に投資していると分析されている（Mai, 2002）。中国大陸への投資においては、投資の対象業種にも変化が見られ、労働集約型の産業からエレクトロニクスや他の先端技術産業にシフトしている。台湾から中国大陸への資本の再配置は、長期的にはお互いの経済に利益を与える可能性が高い。しかし短期的には、台湾の労働者と資本を衰退産業から他の産業へ再配置するための調整コストの上昇をもたらすと思われる。対外直接投資の増加が製造業部門でいわゆる「空洞化」を導く、もしくは加速させるのではないかという懸念もあるが、近年のスウェーデン、アメリカ（Blomström, Lipsey, and Kulchy​cky, 1988）、日本（Lipsey and Ramstetter, 2003）における実証分析では、海外の関連会社による活動の増加が自国の輸出の減少を引き起こさない、つまり空洞化はめったに起こらないことが示されており、この点において台湾も例外ではない。言いかえれば、台湾の大陸関連会社が活動を拡大すると、生産地が台湾から大陸へ移ったことによる最終財輸出の縮小以上に、台湾の（親会社や他の会社からの）中間財や資本財の輸出を増加させるということである。台湾企業が大陸の新市場を開拓、拡大することによって、他の最終製品の輸出もまた増大すると考えられる。

台湾の輸出構造は同国の製品輸出、特に機械製品輸出における比較優位を反映している。機械製品の輸出総額に占めるシェアは、2003年1～10月期に54％で、ピーク時の2000年の58％よりも若干低い（表6.3）。機械製品のカテゴリーでは、事務用・電算機器とその他電気機器の輸出が際立って大きく、それぞれ2002～03年に全体の15～22％を占める。圧倒的なシェアを誇る両カテゴリーに次いで、化学製品、一般機械、繊維、通信機器、その他の雑製品がそれぞれ6～8％を占める。繊維・衣類・履物のような労働集約的製品のシェアは、1980年代初めにはかなりの大きさに達していた。しかし、そのシェアは賃金水準が上昇し、台湾が労働集約的製品から資本・技術集約的製品へと特化していくにつれて、徐々に低下していった。農産物やその他一次産品の輸出は小さく、シェアも低下傾向にある。輸入もまた、機械製品、特に、主として中間財に属するその他電気機器および主として資本財に属する一般機械に集中している。一次産品（農産物、鉱物性燃料、その他原材料）の輸入は台湾の貿易にとって非常に重要であり、2003年の輸入総額の20％を占める。
過去20年、米国が台湾の主要な輸出市場であった。しかしながら、米国のシェアは1984年の49％から2003年1～11月期の18％に著しく減少した（表6.4）。表6.4によれば、香港のシェアは1990年代に急上昇し、2003年には輸出総額の20％まで達しているが、その輸出の大部分は中国やその他市場向けで、かなり過大評価されていると考えられる。例えば、台湾当局の推計によると、2002年の香港向け輸出の63％が中国向けである（Republic of China, Mainland Affairs Council, 2003）。一方、香港側の統計においては、香港の台湾からの輸入の81％が中国を含む他の国に再輸出されたと見込んでいる。（Hong Kong, Census and Statistics Department, various years a）。その上、台湾当局の統計による台湾から香港への輸出は、香港当局の統計による台湾からの輸入の2倍以上である。例えば、表6.4と表4.4より2002年でそれぞれ310億米ドルと150億米ドルである。従って、明らかに台湾の統計（表6.4）では香港向け輸出のシェアが過大評価されており、他の諸国、特に中国のシェアが過小評価されている。中国・香港、米国に次いで大きな輸出市場は、欧州工業国（第3位）と日本（第4位）である。東南アジア数ヵ国に対する輸出シェアも上昇しており、それらを一つの地域として考えると、重要な輸出市場と見なすことができる。

輸入については、最大のシェアを占めるのは日本で、これに米国、欧州工業国が続く。2002年の輸入総額のほぼ52％がこれらの工業国からの輸入で、輸入相手国は輸出相手国ほど多岐にわたっていない（表6.4）。2003年には、これらの国の輸入に占めるシェアはわずかに下がった。その他の諸国では、中国と韓国のシェアが過去10年間で著しく増加している。台湾は工業国、特に日本からの機械製品の輸入に大きく依存しているが、対照的に、中国からの輸入は繊維や衣類などの労働集約的製品がほとんどである。

台湾と日本は政治、安全保障の面で多くの問題を抱えているが、経済関係においても時として摩擦が生じている。両国の経済関係は台湾の世界全体に対する経済関係とほぼ逆である（表6.5）。2002年、台湾の日本からの商品輸入は日本への商品輸出の約2.2倍であり、その結果、日本との商品貿易は130億米ドルの赤字となった。日台間のサービス収支はほとんど均衡が取れているが、これは台湾が日本人に人気のある海外旅行先であるためである。しかし、世界保健機関（WHO）によって台湾がSARS汚染地域に指定されたため、2003年上半期において台湾旅行業に否定的影響がもたらされた。また、1999～2000年に日本企業が純額で台湾から投資を引き揚げたことを除き、日本は台湾にとって多額の直接投資を続けてきた重要な投資国である。証券投資の資産項目、すなわち日本の居住者の台湾に対する証券投資は非常に少ないが、逆に同負債項目、すなわち台湾の居住者の日本に対する投資は、2002年と03年上半期を除いてはるかに大きい。しかも資金の動きは双方向に存在し、1995年と1998～99年には台湾から日本へ比較的高額の資金が投資されているのに対して、1996～97年と2000～02年には台湾が日本から資金を引き揚げている。その他投資（主に貸付・借入と貿易信用）も双方向に存在し、1997年、2001年、03年上半期が相対的に大きい。
台湾の対日貿易の商品別内訳を見ると、一般機械、化学製品、鉄鋼、専門・科学的機器、写真用機器・光学用品・時計では台湾の輸入額が輸出額を大きく超えるが、農産物、事務用・電算機器では輸出額の方が上回っている（表6.5）。この関係は台湾の対世界貿易と反対である（表6.3）。しかしながら、両国間の貿易の内訳は台湾の対世界貿易と同様、ますます機械製品カテゴリーに集中する傾向があり、2002年には日本の台湾への輸出の50％、日本の台湾からの輸入の60％を占めるまでになっている。
日系多国籍企業の台湾における役割も重要である。表2.6に示されるように、2000年当時、台湾における非金融部門の日系多国籍企業の売上高は、この報告で取り上げられている日本以外の東アジア10ヵ国中（シンガポール、香港に次いで）3番目である（もっともタイと中国における値も台湾と大きく変わらないが）。1988～2000年において、電気機械、輸送機械、商業が台湾における日系現地法人の売上高の73～83％を占めていた（表6.6）。同じ期間、同じ3部門が日系現地法人の従業者数の62～73％を占めていた。売上高、従業者数のいずれも商業において最も急速に伸びている。これは、おそらく日本の総合商社が台湾現地市場と他の東アジア諸国における商品売上だけでなく、親会社と子会社間の貿易をも急激に拡大させたことによると思われる。

この先数年にわたって、台湾は新たな課題に直面するだろう。比較優位が技術集約的製品へシフトしてきているので、これらの製品の国際競争力を強化させることが望ましい。Mai（2002）は、台湾政府が研究開発（R&D）資金を特に民間部門に供給することで、技術革新を促進すべきであると主張する。これは、技術進歩が持続的高度成長を促進する極めて重要な要因の一つであるという見解と一致する。実際、台湾は2003年の成長競争力指標（GCI：growth competitiveness index）において、102ヵ国中フィンランド、米国、デンマーク、スウェーデンに次ぐ第5位に位置付けられている（Blanke et al., 2004）。GCIはMcArthur and Sachs (2002)によって開発され、国の中長期にわたる持続的経済成長実現の潜在力を測定するための指標である。この報告で取り上げられている11ヵ国中、他に上位10位以内にランクされているのはシンガポール（第6位）だけである。台湾がこれほど上位にランクされた最も重要な要因は、技術指標において（米国、フィンランドに次ぎ）第3位にランクされていることで、これは近年における特許取得の増加による。台湾は2003年にマクロ経済環境指標で第18位、公的機関指標で第21位である。両指標で台湾はシンガポール、香港より下位にランクされるが、他の東アジア8ヵ国より上位である。

さらに、雇用と実質GDPにおけるサービス業のシェアが上昇するのに伴い、サービス業の生産性の向上が生活水準全体に大きな影響を及ぼすと考えられる（Rowthorn and Ramaswamy, 1997）。よって、銀行の民営化やサービス貿易の自由化を含めたサービス業の改革および規制緩和は非常に重要である。Chou et al.（2003）は、貿易自由化がサービス業まで拡大された場合、台湾とその貿易相手国の経済厚生が増大することを実証している。また、Hsueh et al.（2003）は、台湾のサービス貿易が商品貿易よりも急速に伸びていることを示している。韓国におけるサービス自由化の生産性向上に対する影響について研究したKim and Kim（2003）は、自由化が流通サービスにおける競争を促進し、最終的には生産性の上昇を導く可能性が高いと分析している。おそらく、台湾でも自由化の障壁を取り除くことによってサービス業の生産性を高め、生活水準を向上させることができると考えられる。
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